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第１章 業務継続計画の概要及び基本事項 

 

第１節 業務継続計画策定に至る経緯 

 

１９９５年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災や２０１１年３月１１日

に発生した東日本大震災など、これまで大規模な地震災害に見舞われた際に市

民の生命、身体及び財産を守る役割を果たす地方自治体がその機能を失うとい

う危機的な状況に陥った。 

大規模災害の発生直後、地方自治体は、道路、河川を始めとする各種インフラ

等の被害に対する災害応急対策活動に追われる中、被災し日常生活を送ること

が困難になった市民への生活支援等が必要となる。また、同時に通常行っている

業務において継続性を求められる事務の応急対応及び復旧が重なり、深刻な業

務の停滞を招く事態となる。 

先の大震災では、地方自治体の職員及びその家族も被災者となり、道路や橋梁

の寸断や公共交通機関の停止などの社会的環境が大きく変化したことにより、

早期の対応が求められる災害応急対策活動への参集においても大幅に遅延する

という困難な状況となった。 

これらの経験から地方自治体には大規模な災害発生後、災害応急対応活動を

行い、更に災害からの復旧・復興事業への移行を円滑に行うものとする。一方、

非常時においても継続性を求められる行政事務への迅速な対応を行うため、発

災時間によっては職員の参集が遅延することを想定した上で、復旧・復興への速

やかな移行につながる災害応急対応活動と行政機能の回復を可能な限り短縮す

ることが求められている。 

そのため、大規模な地震災害に対し、各種インフラ等の停止を事前に想定し、

被害を最小限に抑える対策を継続的に検討し実施することが必要である。 

また、参集できる職員が限定される状況下で、実効性のある応急復旧業務への

着手方法を決定し、被害への応急対応業務の活動と通常業務の代替業務を含め

た柔軟な業務継続等を速やかに行う手順をあらかじめ取り決めておく必要があ

る。このことから、岩倉市業務継続計画（以下、「業務継続計画」という）の策

定を行うものとする。 
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第２節 業務継続計画の策定方針及び運用 

 

第１項 業務継続計画の策定方針 

 

業務継続計画の策定においては、次の基本理念に基づいて行う。 

 

１．計画の策定により大規模災害から市民の生命、身体及び財産を保護するこ

とを最大の目標とする。 

 

大規模災害が発生した時に、行政の機能停止等による市民生活への影響を最

小限にするために、常に計画の実効性の向上と業務内容の充実を図り、可能な限

り早期の災害応急対応業務及び復旧・復興事業を実施する。 

 

２．大規模災害の発生時における事態を詳細に渡って想定し、より具体的で有

効な対策を計画する。 

 

 人、モノ、情報及びライフライン等の利用できる資源に制約がある状況下で最

大の効果を挙げるための方策を常に模索し、想定を超える事態にも柔軟に対応

できる業務内容の検討を図る。 

 

３．計画策定にあたって直ちに対応できない課題業務については、その解決策

を検討し、対応完了時期の目標を持つ。 

 

 大規模災害の発生による災害応急対策活動及び災害からの復旧・復興に至る

経過において、現状では対応不能な課題が存在する場合がある。その業務につい

ては、課題の解消を行うための目標を立てるものとする。 

また、業務継続計画で対象となった全ての業務について検討の終了をするこ

となく、更に計画の充実を図るため毎年見直しを行い、PDCA サイクルによる

防災意識の定着と発災時の機動力の確保を行うものとする。 
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第２項 業務継続計画策定の基本的な考え方 

 

市民の生命、身体及び財産の保護を最大の目的に、大規模災害の発生後新たに

発生した業務及び各担当で管理している施設などの災害応急対応活動を行い、

かつ、停止することにより市民生活に大きな影響を及ぼす通常業務の復旧対応

を選定し、優先的に行う業務を特定する。 

業務の遂行にあたっては電気、ガス、水道等のライフラインの停止や行政の業

務の委託等を行っている関係事業者などの機能不全も考慮し、参集してきた職

員の限られた人員だけで行える災害発生直後の臨時的な応急対応業務も含めて

検討する。 

災害応急復旧活動による部分的な機能保全や早期に機能回復が必要とされる

通常業務については、迅速な復旧に向けて時間的な事業実施の進捗状況を考慮

し計画化するものとする。 

また、業務継続計画において選定された業務内容の検討にあたっては災害応

急対応活動から復旧・復興業務への速やかな移行を行うために必要な環境整備

が可能となるよう策定を進めていく。 

 

第３項 業務継続計画の運用等 

 

（１）業務継続計画の対象 

 

業務継続計画については、大規模災害が発生した場合に岩倉市の管理する施

設の機能回復及び行政サービスの低下の解消を目的に策定している。そのため

業務継続計画の発動の対象とする者は、市職員（臨時、嘱託、再任用を除く）と

する。 

 

（２）業務継続計画の組織 

  

岩倉市地域防災計画（以下、「地域防災計画」という）の災害応急対策計画に

基づき、岩倉市災害対策本部の組織を置くものとする。組織については、次表の
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とおりとする。 

なお、業務継続計画の発動の判断が必要な場合及び非常時優先業務における

指揮については、本部長が行うものとするが、本部長の安否が不明の場合を想定

し、不在の場合は副本部長、教育長、市民協働部長、建設部長、消防長の順に従

って代行するものとする。 

 

 

 

 

岩倉市災害対策本部 

 

  

本部長（市長） 
 

 

 

 

 副本部長（副市長） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部員 

(市民協働部長) 

本部員 

(建設部長) 

オブザーバー 

(議会事務局長) 

議 長 

本部員 

(教育長) 

本部員 

(消防長) 

本部員 

(総務部長) 

本部員 

(福祉部長) 

本部員 

(健康こども未来部長) 

本部員 

(教育部長) 
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災害応急対応における組織図 

 

                          秘書人事班 

                          企画財政班 

                 総  務  部   行 政 班 

                          税 務 班 

                          監 査 班 

                          会計管財班 

                           

                          協働安全班 

                 市民協働部    市民窓口班 

                          環境政策班 

                           

                 福 祉 部    福 祉 班 

                （兼福祉事務所）  長寿介護班 

                           

  本部長     副本部長   

                 健康こども未来部   健 康 班 

                （兼福祉事務所）  こども家庭班 

                            

                          商工農政班 

                 建  設  部   都市整備班 

                          維持管理班 

                          上下水道班 

                 

                 消 防 本 部      消 防 班 

 

                 教 育 部      学校教育班 

                          生涯学習班 

                 

 

 

 

 

         

 

 

議会班 議長 
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（３）業務継続計画の発動要件等 

  

地域防災計画に基づき第２地震非常配備となる震度４の地震が発生した場合

は、警戒本部又は必要に応じて災害対策本部が設置される。その際、参集対象の

人員による市内状況等の確認により、業務継続計画の発動についての判断を行

う。 

第３地震非常配備となる震度５弱以上の地震が発生した場合は、職員初動マ

ニュアルに従い職員は全員自動参集し、災害対策本部による業務継続計画の発

動に備え情報収集を行うものとする。 

震度６弱以上の地震が発生した場合については、業務継続計画を自動発動す

るものとする。 

 業務継続計画の解除については、災害応急対策業務がおおむね完了し、災害復

旧・復興業務が通常業務として恒久化した場合、災害対策本部長が計画の終結を

宣言するものとする。 

 

第３節 非常時優先業務の特定 

 

「非常時優先業務」とは、大規模な地震等の災害発生時にあって、優先すべき

業務のことであり、発災後新規に発生した災害応急対策業務、早期実施が必要と

される優先度の高い復旧・復興業務、業務の継続性の高い通常業務のことである。 

別記の「災害応急対応業務等分担表」及び岩倉市事務分掌規則に基づく通常業

務から、各担当において全体業務の実務内容を検討し行動手順等を設定する。検

討を行った全体業務の内、早期に機能回復が必要となる優先度の高いものを抽

出し非常時優先業務とする。 

業務継続計画では、非常時優先業務以外の業務を一時休止し、非常時優先業務

を速やかに行うこととする。また、この非常時優先業務を合理的に行う方法につ

いても常に研究し、可能な限り早期の業務完了を目指すために常に検討を加え、

計画の刷新を図る。 
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第４節 地域防災計画との相違点 

 

 地域防災計画は、災害対策基本法第４２条の規定に基づき、市長を会長とする

岩倉市防災会議が定める法定計画である。地震、風水害等の災害に対処するため、

市民、防災関係機関、事業者及び岩倉市が災害予防計画、災害応急対策計画、災

害復旧計画を総合的に取り組むべき事項が定められている。 

 一方、業務継続計画は、地域防災計画で定められた市の取り組むべき事項を実

施するための計画であり、一定の被害想定の下に市が行う災害応急対策業務、早

期実施の優先度の高い復旧・復興業務を選定し、その業務の完了を可能な限り迅

速に行うことにより、大規模災害から市民の生命、身体及び財産を保護すること

を目的とした計画である。 

地域防災計画と業務継続計画の比較 

 地域防災計画 業務継続計画 

計画の趣旨 地方公共団体が、発災時また
は事前に実施すべき災害対

策に係る実施事項や役割分
担等を規定するための計画 

発災時の限られた必要資源を基
に、非常時優先業務を目標とす

る時間・時期までに実施できる
ようにするための計画（実効性
の確保） 

行政の被災 行政の被災は、特に想定する
必要がない。 

庁舎、職員、電力、情報システム、
通信等の必要資源の被災を評価
し、利用できる必要資源を前提
に計画を策定する。 

対象業務 災害対策に係る業務（予防業
務、応急対策業務、復旧・復
興業務）を対象とする。 

非常時優先業務を対象とする
（災害応急業務等だけでなく、
優先度の高い通常業務も含まれ
る）。 

対象 岩倉市 

防災関係機関等（指定地方行
政機関、警察、自衛隊、指定
公共機関、指定地方公共機関
等） 

事業者 

市民 

岩倉市 

計画期間 予防、応急対策、復旧・復興
期まで 

発災から災害応急対策がおおむ
ね完了したとする期間 
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第５節 業務継続計画の効果 

 

 業務継続計画の策定で期待される効果としては、次の事項を挙げることがで

きる。 

 

１．業務立ち上げ時間の短縮 

 

 業務継続計画を策定することにより、限られた資源（人、モノ、情報など）を

優先して実施すべき業務に集中することができ、効率よく業務の復旧・再開等に

取りかかることが可能になる。そのため業務立ち上げ時間の短縮につながる。 

 

２．発災後の業務レベルの向上 

 

 非常時に実施すべき業務を明確化することにより、発災直後から応急対応対

策業務に着手することが可能となり、発災直後の業務レベルの向上を図ること

ができる。 

また、災害を想定した事前の対応により減災効果を図ることができる。 

 大規模な災害が発生した場合、市本庁舎や市内の公共施設において様々な障

害が発生するため、通常業務が一時的に中断することが想定される。業務継続計

画を策定していない場合は、多くの業務の中から継続可能な業務をその場で判

断しなくてはならない。 

 業務継続計画を策定している場合は、発災後速やかにあらかじめ優先順位を

決定していた業務に取り掛かることができ、行政サービスの質を効率よく回復

することができる。 

 また、業務継続計画において災害に対する対応を災害発生前に行うことによ

り、行政機能全体への減災が可能となり、行政サービスの低下自体を回避するこ

とが期待できる。 
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① 非被災地からの応援や外部機関の活用により 100％を超える業務レベルとな

る場合がある。 

② 業務の立ち上げが遅れたことが、そのことに起因した外部対応業務の大量発

生を招き、本来業務の実施を妨げる場合もある。 

（出典：内閣府「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説 第１版」） 

 

 

 

 

 

 

 

約１ヶ月

後 

約２週間

後 

業
務
レ
ベ
ル(

質
・
量
合
わ
せ
た
水
準) 

  

業務立ち上げ時間の短縮 

発災直後の業務レベル向上 

業務継続計画 

策定後の 

業務レベル 

計画策定前の

業務レベル 

①  

② 

発災 



10 

 

第２章 想定する災害及び被災状況の想定 

 

第１節 想定する地震 

  

この計画では、愛知県防災会議地震部会が平成２６年５月に発表した「愛知県

東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査結果」において対象とした地震

モデルのうち、最大震度、全壊・焼失棟数、死者数については「理論上最大想定

モデル（注１）」を想定地震とし、ライフラインの被害、復旧等に関する見込み

については「過去地震最大モデル（注２）」を想定地震とする。 

  

 

（注 1）理論上最大想定モデル・・・国の「南海トラフ巨大地震モデル検討会」による震源モデルのうち、

陸側ケースのもの。 

（注 2）過去地震最大モデル・・・南海トラフで繰り返し発生している地震のうち、発生したことが明らか

で規模の大きいもの（宝永、安政東海、安政南海、昭和東南海、昭和南海の５地震）を重ね合わせたモデ

ル。 

 

 

 

 

第２節 市域の被害想定 

  

震度 ６強 

全壊・焼失棟数 揺れによるもの 約２００棟 

液状化によるもの 約３０棟 

火災によるもの 約２００棟 

死者数 建物倒壊 約１０人 

火災 わずか 

ブロック塀等の倒壊 わずか 
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ライフライン機

能支障 

上水道断水人口 約４４，０００人 

下水道機能支障人口 約７００人 

停電軒数 約２１，０００軒 

電話不通回線数 約６，６００回線 

都市ガス復旧対象戸数 わずか 

ＬＰガス機能支障世帯数 約２００世帯 

 

第３節 本庁舎機能への影響と代替庁舎 

  

業務継続計画の策定にあたっては、災害対策本部の設置される市役所庁舎が、

どの程度インフラの制約を受けるのかを想定しておく必要がある。 

 

① 庁舎本体 

 平成１３年４月に開庁した市役所庁舎は十分な耐震性能を有しており倒壊の

危険性はない。ただし、固定されていない書棚、机等が転倒し、負傷者が出たり

通路を塞ぐ等の被害が発生する恐れがある。 

 また、不測の事態で本庁舎が使用できないことを想定し、その代わりとなる施

設は、通信設備等の状況から消防本部が適切である。 

 

② 電力 

発災直後から供給が停止すると想定される。愛知県の被害予測結果では４日

後までにほとんどが復旧する見込みであることから最大で３日間停電すると想

定する。 

 

③ 電話 

 通常の電話では発災直後からつながりにくい状態となり、最大で１週間程度

継続する。 
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④ 上水道 

発災直後から断水が発生すると想定される。最大で１週間程度継続する。 

 

⑤ 下水道 

発災直後から流下機能に支障が発生すると想定される。最大で１週間程度継

続する。 

 

⑥ 情報システム 

 サーバー本体は、一部は固定措置対応済みのラック型サーバーとしているが、

一部の機器の故障は想定される。サーバーは非常用電源より約２日間は、電気は

供給されるが、情報端末は電力に依存することから、最大で３日間程度利用でき

ないと想定される。 

 

第４節 職員参集の想定 

 

想定する地震の規模が同じでも、その地震の発生する時刻等の条件により、社

会的な被害や非常時優先業務の必要資源の確保状況等が変化する。大規模な災

害が平日の開庁時に発生した場合と夜間や大型連休などに発生した場合では、

職員参集における条件が大きく異なってくる。 

業務継続計画では、夜間～早朝にかけての職員が自宅に滞在している状態で

災害が発生したとの想定で、参集できる職員の数や参集までの時間を計算する。 

 

第１項 参集可能人員の推定 

 

 参集率の想定については以下のとおりとする。 

 参集率 

発災から６日目まで 

職員全体の７０％が順次参集する。 

参集にあたり徒歩で時速３ｋｍとす

る。 
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７日目以降 職員全体の９８％が参集する。 

注 1）消防班については「当直職員 13 名＋（消防班人員－13 名）×参集率」として計算。 

 

職員の参集可能状況（想定） 

 1 時間以内 3 時間以内 6 時間以内 12 時間以内 24 時間以内 3 日以内 7 日以内 7 日超 

秘書人事班 ３ ９ １０ １１ １２ １２ １２ １２ 

企画財政班 ５ ７ ８ ９ ９ ９ ９ ９ 

行政班 ２ ６ １１ １１ １１ １１ １１ １１ 

税務班 ８ １３ １４ １６ １７ １７ １７ １７ 

監査班 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

会計管財班 ３ ５ ６ ６ ６ ６ ６ ６ 

協働安全班 ８ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ 

市民窓口班 １１ １７ １９ ２１ ２１ ２１ ２１ ２１ 

環境政策班 ７ １４ １７ １７ １７ １７ １７ １７ 

福祉班 ５ １０ １２ １３ １４ １４ １４ １４ 

長寿介護班 ４ ７ １１ １３ １３ １３ １３ １３ 

健康班 ８ １１ １４ １７ １７ １７ １７ １７ 

こども家庭班 ５２ ７７ ８５ ９１ ９６ ９９ ９９ ９９ 

商工農政班 ５ １０ １０ １０ １０ １０ １０ １０ 

都市整備班 ２ １１ １１ １２ １２ １２ １２ １２ 

維持管理班 ５ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ 

上下水道班 ８ １１ １４ １４ １４ １４ １４ １４ 

消防班 ３ ４ ７ ８ ８ ８ ８ ８ 

学校教育班 １ ４ ５ ６ ７ ８ ８ ８ 

生涯学習班 ７ １１ １１ １２ １２ １２ １２ １２ 

計 １４９ ２４７ ２８５ ３０７ ３１６ ３２０ ３２０ ３２０ 
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第２項 安否確認 

 

 ＢＣＰの発動期間中、未参集の職員に対しては「岩倉市職員災害メール」を利

用し、安否確認及び参集見込み時間の把握に努める。通信状態により「岩倉市職

員災害メール」が利用できない場合でも、可能な限りの手法を用いて随時把握に

努める。 

 

第３章 非常時優先業務 

 

第１節 非常時優先業務の概要 

 

第１項 非常時優先業務の定義 

  

業務継続計画において、非常時優先業務とは、大規模な災害が発生した場合に

市民の生命、身体及び財産の保護を第一の目的として、岩倉市の行政機能及び都

市機能の維持・回復を図るために実施する業務であり、人命救助や災害による避

難者への公助などを中心とした災害応急対策業務、早期実施が必要とされる優

先度の高い岩倉市が管理する施設などの復旧・復興業務、行政の通常業務の中で

震災発生後に可能な限り早い機能回復が必要な通常業務である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災後の新規

発生業務 

 

 

 

 

災害復旧・

復興業務 

通常業務 

 

地
域
防
災
計
画 

               

予
防
業
務 

早期実施の優先度が高いもの 

優先度の高い通常業務 
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第２項 非常時優先業務の選定方法 

 

 大規模な災害が発生した場合、継続又は早期に復旧することが求められる業

務である非常時優先業務を選定するため、業務継続計画策定方針に基づき、発災

後新規に発生した災害応急対策業務、市のすべての業務から早期実施が必要と

される優先度の高い復旧・復興業務（地域防災計画等に記載された災害応急対策

業務等）、業務の継続性の高い通常業務を業務開始の目標時間を基準とし選定す

る。 

 業務の選別基準については、市民の生命、身体及び財産の保護を第一の目的と

し、倒壊家屋等からの人命救助においてもっとも重要とされる発災から７２時

間以内を含むＣランク以上を非常時優先業務として選定するものとする。 

 Ｄランク以下の業務については、非常時優先業務に準ずる業務として非常時

優先業務の業務完了等の進捗に合わせて優先度ランクを見直すものとする。 

 

非常時優先業務選定基準 

 

 優先度ランク 業務開始目標時間 業務選定の考え方 

非
常
時
優
先
業
務
等 

Ａ 発災後ただちに（３時
間以内）に着手する業
務 

・初動体制の確立 

・被災状況の把握 

・救助・救急の開始 

・避難所の開設 

Ｂ 発災後２４時間以内
に着手する業務 

・応急活動（救急・救助以外）
の開始 

・避難生活支援の開始 

・重大な行事の手続き 

Ｃ 発災後３日以内に着
手する業務 

・被災者への支援の開始 

・他の業務の前提となる行
政機能の回復 

Ｄ 発災後１週間以内に
着手する業務 

・窓口行政機能の回復 

Ｅ 発災後２週間以内に
着手する業務 

・復旧・復興に係る業務の本
格化 

 

F 発災後１ヶ月以内に
着手する業務 

・その他の行政機能の回復 

・中長期的な被災者支援 
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第２節 非常時優先業務の対象業務 

 

業務継続計画において大規模な災害が発生した場合、通常の業務の他に災害

応急対策業務を行う必要がある。非常時優先業務は、大規模な災害の発生後新た

に発生した業務、各担当で管理している施設などの災害応急対応活動について

次表（災害応急対応業務等分担表）に基づき個別の業務を選定する。同時に岩倉

市事務分掌規則に基づく各班の通常業務において継続性が必要となる業務の選

定を行う。  

また、各部署単位で割り当てた業務は、各班で行うことを基本とするが災害の

被害状況、参集することができた職員数等により、災害対策本部の指示に基づき

相互応援を行うものとする。 

 各班においては、災害応急対応業務等分担表及び震災発生後に可能な限り早

い機能回復が必要な通常業務について詳細な所掌事務を選定する。 

選定した業務についての業務開始時間、詳細な工程、現状の設備環境における

課題などを整理するものとする。 
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災害応急対応業務等分担表 

 

班名 班長名 

(平常時の職名) 

所掌事務 

秘書人事班 秘書人事課長 1 災害時の出動職員の管理に関すること 

2 本部長及び副本部長の災害地視察に関すること 

3 国及び県関係者等の災害地視察に関すること 

4 電話等による被害の通報の受付及び通報の整理伝達に関

すること 

5 被災者からの問い合わせ、相談、要望等に対する応答に関

すること 

6 避難の指示等の災害広報に関すること 

7 各報道機関その他関係機関に対して災害対策の発表情報

の提供に関すること 

企画財政班 企画財政課長 1 災害復興計画の企画立案に関すること 

2 災害援助費の予算経理に関すること 

3 応急復旧及び復旧資金の調達に関すること 

行政班 行政課長 1 市有自動車の配車計画の作成及び実施に関すること 

2 本庁舎（災害対策本部）の機能保持 

3 情報システム機器等の被害状況調査及び復旧に関するこ

と 

税務班 税務課長 1 罹災世帯の被害状況の調査に関すること 

2 遺体の収容及び火葬に関すること 

監査班 監査委員事務局長 1 各班への応援に関すること 

会計管財班 会計管財課長 1 市有財産の被害調査に関すること 

2 市有財産の災害復旧に関すること 

3 災害に関する各種契約に関すること 

4 義援金の収納に関すること 

5 応急救助に要する経費の支出に関すること 

6 災害救助基金の運用及び出納に関すること 

7 義援・救援物資の受付に関すること 
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協働安全班 協働安全課長 1 災害対策本部の設置、廃止に関すること 

2 防災会議の庶務に関すること 

3 災害応急対策全般の調整に関すること 

4 被害状況等の取りまとめに関すること 

5 自衛隊の派遣要請及び活動状況のとりまとめに関するこ

と 

6 国、県、関係機関等との連携調整に関すること 

7 避難の指示に関すること 

8 罹災証明に関すること 

9 行政無線の機能確保に関すること 

10 罹災時の交通安全対策の総合的企画及び連絡調整に関す

ること 

11 応援、協力者の宿舎、給食に関すること 

12 海外からの応援協力等に対する連絡調整に関すること 

13 被災外国人に対する情報提供及び相談に関すること 

14 その他災害についての資料の収集及び提供に関すること 

市民窓口班 市民窓口課長 1 物資の調達・管理・配布に関すること 

2 死亡届及び遺体の埋火葬の許可等に関すること 

環境政策班 環境政策課長 1 清掃及び消毒方法に関すること 

2 汚物処理、その他環境衛生に関すること 

3 処理施設等の被害調査及び応急復旧に関すること 

4 仮設トイレの調達、設置、管理に関すること 

福祉班 福祉課長 1 被災者生活再建支援に関すること 

2 避難行動要支援者の救護に関すること 

3 福祉関係団体との連絡調整に関すること 

4 災害ボランティアの受入れ及び設置に関すること 

5 社会福祉施設等、その他関係機関との連絡調整に関するこ

と 

長寿介護班 長寿介護課長 1 高齢者の生活再建支援に関すること 

2 福祉関係団体との連絡調整に関すること 

3 社会福祉施設等、その他関係機関との連絡調整に関するこ
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と 

健康班 健康課長 1 災害防疫に関すること 

2 感染症予防に関すること 

3 医療、助産及び救護に関すること 

4 医療関係施設の被害調査に関すること 

5 避難所等の保健指導に関すること 

6 医療ボランティアの受入れ及び調整に関すること 

7 医師会等医療関連との連絡及び調整に関すること 

8 被災者の保健医療及び保健相談に関すること 

こども家庭

班 

こども家庭課長 1 保育園その他関係施設の被害調査及び復旧に関すること 

2 主食及び副食の調達に関すること 

3 炊き出しに関すること 

4 帰宅困難者に関すること 

商工農政班 商工農政課長 1 農畜産業者の被害調査及び災害復旧に関すること 

2 農業者の復旧資金のあっせん助成に関すること 

3 愛知北農業協同組合岩倉支店、岩倉市商工会、関係諸団体

の連絡に関すること 

4 農地の被害調査及び復旧措置に関すること 

5 家畜の防疫に関すること 

6 商工業者の被害調査及び応急復旧の指導に関すること 

7 ポンプの維持、操作、樋門等の開閉操作及び巡視に関する

こと 

8 用排水路等農業施設に関すること 

都市整備班 都市整備課長 1 市営住宅の被害調査及び応急復旧に関すること 

2 都市施設の被害調査及び応急復旧に関すること 

3 被災住宅の応急修理に関すること 

4 応急仮設住宅に関すること 

5 震災復興都市計画に関すること 

維持管理班 維持管理課長 1 道路・橋梁の被害状況調査に関すること 

2 道路・橋梁の機能確保・復旧工事に関すること 

3 都市施設の被害調査及び応急復旧に関すること 
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4 交通不能箇所の調査及び通行路線の決定に関すること 

5 河川等の防災応急工作及び復旧工事に関すること 

上下水道班 上下水道課長 1 下水道施設の被害調査及び応急復旧に関すること 

2 下水道の防災措置及び応急復旧に必要な資機材の調整、管

理に関すること 

3 災害時の飲料水の供給に関すること 

4 飲料水の給水源の確保に関すること 

5 水道施設の被害調査及び応急復旧に関すること 

6 水道関係機関、団体等との連絡及び調整に関すること 

7 広域給水応援の受入れに関すること 

8 被災地の応急給水に関すること 

消防班 総務課長 1 消防団員の指揮、出動に関すること 

2 緊急消防援助隊に関すること 

消防署長 1 消防活動に関すること  

2 被災者の救護に関すること 

3 行方不明者の捜索に関すること 

学校教育班 学校教育課長 1 学校等の連絡に関すること 

2 被災児童及び生徒の把握及び対応に関すること 

3 学校施設の防災並びに災害調査及び応急復旧に関するこ

と 

4 学校施設の防災措置及び応急復旧資機材の調達、管理に関

すること 

生涯学習班 生涯学習課長 1 生涯学習施設の防災措置及び応急復旧用資機材の調達、管

理に関すること 

2 体育文化施設の防災並びに災害調査及び応急復旧に関す

ること 

 

 

 

 

 



21 

 

第４章 業務継続計画における今後の取り組み 

 

第１節 本庁舎等の機能維持のための方策 

 

第１項 執務環境の整備、安全確保 

 

（１）減災に向けての執務環境の保全 

   

 発災後の応急復旧業務等を迅速に行うため、各部署の通常業務において使用

している備品の耐震対策を実施する。執務環境内の書類の散乱の防止、各種機

器の転倒・落下防止等の方策を進めることにより、執務中の職員の怪我等の防

止を図る等の安全対策を行うとともに発災後速やかに執務に着手することが

可能な環境を整備するものとする。 

 

（２）応急復旧業務等のマニュアルの作成と保管方法の確立 

   

参集した職員は、各部署において使用している住民情報系システム、行政情

報系システム、地域情報系システム等の動作確認を行い通常業務実行の可否を

把握する。各種システムが電力の供給停止、ネットワーク障害等により使用で

きない場合は、非常用電源での対応について優先順位を付けた上で復旧業務を

行う。 

  なお、災害発生後に参集できる職員が各種システムを熟知していない場合

を想定し、各種システムの復旧及び運用手順についての詳細なマニュアルを

作成する。マニュアルについては、災害における執務スペースの影響も考慮し、

適切な保管場所を選定するものとする。 

また、各種システムの復旧ができない場合を想定し、手作業による代替処理

を前提とした業務手順を決定しておく。職員の参集状況が想定を下回り、復旧

業務の進捗に重大な遅延が生じる場合には、他部署の当該業務の経験者が応援

にあたる体制をとるものとする。 
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（３）業務継続において重要となる物品等の供給体制の確立 

 

 行政サービスの継続性を維持するうえで枯渇することによって重大な影響

を及ぼす物品について、被災による製造・流通への影響を考慮し、生産拠点の

異なる納入事業者を選定する等により、安定した供給体制の充実を図る。 

また、外部委託によって各種サービス、管理を行っている業務においては、

委託業者の機能停止による通常業務の中断が想定されるものもある。当該業務

については、契約内容の見直し等を行い、発災後の復旧業務を含めた管理体制

を構築するものとする。 

また、大規模かつ長期間に及ぶ流通形態の停止を想定し、災害発生後におい

て欠く事のできない物品については、備蓄的保管に努めるものとする。 

 

（４）指定管理者の業務継続計画に係る取り組み 

 

 公共施設についての管理業務等を行う指定管理者は、業務継続計画の策定方

針に基づき、大規模災害が発生した場合は、迅速な災害応急対策業務、復旧・復

興業務等が可能な体制を確保するとともに、マニュアルの作成、訓練の実施に努

めるものとする。 

 

第２項 電源・燃料の供給体制の確保 

 

（１）電源供給体制の確保 

 

① 災害用非常発電機 

 本庁舎に設置されている災害用非常発電機の出力は１５０Ｋｗであり、通常

の電力供給が停止した後４０秒以内に稼動する。最大容量６，０００ℓのタンク

に重油が入っており約２日間の電力供給が可能である。 

利用のできる環境は、次のとおり。 

１ 消防設備（火災感知器、消火ポンプ）、防災無線（愛知県高度情報通信ネット

ワーク、Ｊアラート） 
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２ サーバー室、中央監視室、電話交換機室及び各階の非常用表示コンセント 

３ 執務スペースの非常用表示照明 

  

② 太陽光発電 

通常の電力供給が停止しても発電を継続する。 

 

③ コージェネレーション 

 天然ガスの供給が継続していれば発電を継続する。エレベーター１台、各階へ

の水道水、雑用水の供給を行っている加圧給水ポンプ、排風機、汚水排水ポンプ、

１階の一部の空調機に電力を供給する。 

 

④ 直流電源装置（ＵＰＳ） 

災害用非常発電機を稼動させるための蓄電装置であり、庁舎が停電した場合

の外部波及防止装置となる。非常用照明の一部への電力供給をする。 

 

今後は、各階の非常用コンセントの利用可能電力を有効に活用し、停電時の非

常時優先業務の作業を行うものとする。 

また、本庁舎以外にも災害時に拠点となる施設にあっては、停電時等に備えた

非常用電源の確保について検討することとし、優先順位が高いものから検討を

進めるものとする。 

 

（２）燃料の確保 

 

 大規模災害が発生した後の流通の停滞により、災害用非常発電機の燃料の確

保が困難になることが想定される。燃料供給に関する協定の締結や近隣自治体

との連携による災害用燃料の確保など具体的な発電その他に必要な燃料の入手

経路を構築する必要がある。その場合、被災状況により供給不能となることがな

いよう安定的な供給体制を整備し、本庁舎の災害時の災害用非常発電機の燃料

の確保を行うものとする。 

また、同時に市内の公共施設及び避難所等の防災の拠点となる施設において
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必要とされる電力量を検討し、優先度に応じて電力確保のため計画的な発電機

の整備とその燃料の確保に努めるものとする。 

 

第３項 情報システムの機能確保 

 

 自治体の業務を行う上で適切な電子情報システムの管理を継続することは重

要な要素の一つである。そのため、災害発生後の停電及び通信設備の寸断によっ

て予期しない電子情報システムの停止が発生した場合を想定し、システムの再

稼動に向けた対策等について検討しておく必要がある。 

 

（１）電子情報システムの維持 

 

 現在、本庁舎の電子情報システムは、大規模災害等で停電が発生した場合、災

害用非常発電機からの電源供給により約２日間サーバーの動作を継続すること

が可能である。今後の検討事項としては、電源供給を継続するため燃料備蓄量の

増加及び燃料供給体制の検討を行う必要がある。 

 電子情報システムのデータの管理を行っているサーバーについては、ラック

の固定等により一部耐震対策を行っているが、今後も対策が必要である。 

 電子情報システムを利用している各部署のＯＡ機器等については、耐震対策

を行っていない。そのため、破損し使用不能となることを防ぐ対策を検討するも

のとする。 

 

（２）電子情報システムのバックアップ 

 

 電子情報システムにより管理している情報は、破損してしまうと容易に復旧

することができないため、サーバー室及び外部委託業者へのバックアップデー

タの電送、電子記憶媒体による保管を行っている。 

 

（３）電子情報システムの停止・復旧対応 
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大規模災害発生後の想定を行う上で電子情報システムが完全に停止し、復旧

が困難になる状況についても検討しておく必要がある。この場合の臨時的な対

応として、紙ベースの台帳管理等での業務継続方法をあらかじめマニュアル化

する必要がある。 

また、電子情報システムの停止に対しては、「ＩＣＴ－ＢＣＰ」を策定し、こ

れに基づき行動するものとする。 

  

第４項 通信手段の確保 

 

 大規模災害発生後の災害応急対応活動を行う上で、適切な状況確認や業務の

命令伝達等の情報伝達は非常に重要である。しかし、情報伝達手段となる一般通

信回線は通信施設の損傷等により混乱が予想され、その復旧には多大な時間を

要する場合がある。そのため、発災後の情報伝達を適切に行うための検討をする

必要がある。 

 

（１）愛知県高度情報通信ネットワークの維持・活用 

 

 愛知県が構築している愛知県高度情報通信ネットワークは地上系無線と衛星

系無線の２ルートが確保されており、大規模災害の影響により一般通信回線が

使用できない場合においても関係各機関との連絡調整や様々な災害情報の入手

が可能である。現在、愛知県高度情報通信ネットワークの操作等の運用について

は防災担当が行っているが、発災後の防災担当職員の参集の遅延が生じた場合

を想定し、他部署の職員でも操作が可能になるよう操作方法のマニュアル化を

行う必要がある。 

 

（２）本庁舎内での通信手段 

 

 本庁舎に設置されている電話については、非常用発電機からの電源供給によ

り約２日間使用可能である。また、電源供給の停止を想定し、停電時でも使用が

可能なアナログ回線の利用について検討するものとする。 
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（３）外部との通信手段の確保 

 

 大規模災害が発生した場合、固定電話や携帯電話等の一般通信回線が輻輳の

影響により通話が不能となることや通信規制が行われることがある。こうした

状況に対する対策として輻輳の影響を受けにくい災害時優先電話の登録を本庁

舎で２回線、消防本部で１回線設定している。 

 また、携帯電話等のパケット通信については、遅延は想定されるが輻輳の影響

を受けにくい傾向にあるため、緊急速報メールや岩倉市ほっと情報メールは災

害時に市民への情報伝達方法として有効であると考えられる。 

 その他の通信手段として同報系防災行政無線、移動系防災無線、衛星携帯電話

などを活用し情報伝達に努めるものとする。 

 

第２節 職員の業務管理 

   

第１項 職員の発災前の備え 

  

（１）家庭内等での防災に対する準備 

  

  発災直後に業務継続計画における非常時優先業務を実施するための参集を

迅速かつ確実に行うため、自宅での防災力の向上を行うものとする。 

  具体的な対策として、家具の適切な固定、ガラス等の飛散防止処理、懐中電

灯、履物の確保等を行うとともに、夜間の発災に備え就寝位置等の安全性にも

十分配慮することとする。 

また、家庭内において平常時から大規模な災害に対する地方自治体職員とし

ての行動についての理解を得ることに努め、災害時伝言ダイヤル等を利用し発

災直後の家族の安否確認及び生活環境の状況確認が完了し次第、速やかに参集

できるよう備えるものとする。 

 

 （２）参集用の家庭内備蓄用品等 
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  大規模災害の発生に備え、業務継続計画が発動された場合、地方自治体職員

は短時間での参集と速やかな業務の着手が必要となる。そのため、各職員は家

庭内における防災物品を単独での持ち出し用として整理しておく必要がある。  

また、就業時間内における発災に備え、職場内においても同様の準備を行い、

長期的な災害応急対応活動に対応する準備を行うものとする。 

  家庭内の備蓄用品の内容については、災害の状況により長期間に渡る不断

の業務を必要とされる場合も想定されるため数日分の衣類などの日用品、常

備薬の携行など長時間勤務が可能な備えを行うものとする。 

  食糧、飲料水などについては、現在は職員用の備蓄は行っていないが、最低

３日分の備蓄は必要になると考える。被害状況によっては、災害発生後の食糧

の確保が困難になることも想定し、一週間以上の食料、飲料水の用意を各自で

行うものとする。 

 

第２項 職員参集時の留意点 

 

 参集については、原則として徒歩、自転車等を利用し道路、橋梁等の安全性を

確認し、確実な参集に努めるものとする。自宅からの大規模災害の発生は、就業

時間内及び在宅時に限らない。外出時に発災した場合は、その場で安全行動を取

り自分自身の安全を図った後、参集可能な移動手段を確認することとする。自宅

での家族の安全確認を行うとともに直ちに参集し、業務継続計画の実施に着手

するものとする。 


